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脱出させるはずのアベノミクスが音を立てて崩れ始めてきた。事実，昨年 11 月 17 日に発表された
7－9 月のＧＤＰ速報値が年率換算で 1.6％のマイナスとなり，２期連続のマイナス成長を記録。前
期 4－6 月のマイナス 7.1％は，昨年４月に実施された消費税増税の一時的な反動で，夏頃には回復
しプラスに転ずると見込まれていただけに，その衝撃は大きかった。 






















の方針をまとめるための準備に入り，昨年 11 月 6日にそれぞれ「長期ビジョン」および「総合戦略」
の骨子案を発表した。その矢先の国会解散となったために，その成案は遅れ，やっと年末ぎりぎり




日の 11 月 21 日には，人口減少抑制などをめざす基本理念を定めた地方創生関連２法を駆け込みで
成立させた。本稿では，これらアベノミクスの指針と「長期ビジョン」「総合戦略」を参考に，安倍



























だけでなく，政策的にも 2013 年 10 月には老齢・障害・遺族年金給付の 1％削減，14 年 4 月にも再
び 1％削減，さらに 15 年 4月には 0.5％削減される。 
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ると，2010 年度の還付金はトヨタが 2246 億円，ソニーが 1116 億円，日産が 987 億円，東芝が 753
億円，キャノンが 749 億円となり，上位 10 社で 8698 億円にのぼる。とくにトヨタは，2006 年度か
ら 2010 年度までの５年間に 1兆 3009 億円もの還付金を受け取っている（７）。 
 さらに，安倍政権は「成長戦略」の大きな柱として，現在 34.62％の法人税の実効税率を 20％台























当初，岩手，宮城両県の沿岸 26 市町村では，被災者向けの公営住宅を 2 万 1000 戸余りつくること
を計画していた。しかし，2014 年 7 月時点でもたった 2194 戸と計画数の 10％にとどまる（８）。 
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は大きな打撃を受け，試算対象となった 12 品目だけでも，農林水産生産額 516 億円の約半額に当た
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2008 年の調査によると，日本の成人男性の 9.6％，女性の 1.6％がギャンブル依存症の傾向がある
という結果が出た。各国でおこなわれた同様の調査では１％前後であったのに比べると，日本の多




































厚生労働省「平成 25 年賃金構造基本統計調査」を参考に地域別所得水準をみると，2010 年を 100
とした 2013 年は，大都市が存在する 10 都道府県（12）が 101.7 であるのに対して，10 都道府県以外
では 99.2 となり，とくに四国は 96.2 と大きな落ち込みを示している。また，給与水準を比較する
と，10 都道府県では 101.7 に対し 10 都道府県以外では 99.2 を記録し，2008 年のリーマンショック
以降 2013 年まで５年連続のマイナスが続いている。 
消費動向では，昨年８月の食品スーパー業界３団体がまとめた売上高では，首都圏を含んだ関東
が 4.4％増であったのに対して，中四国は 0.7％減となった。また，主要 10 都市以外の地方百貨店
の８月の売上高は 1.9％減少し，これで５カ月連続のマイナスとなっている（13）。 
さらに，厚生労働省「職業安定業務統計」（平成 26 年 11 月 28 日）によると，有効求人倍率では
昨年10月において最も高い東京が1.59，次いで愛知の1.50に対して，最も低い沖縄と埼玉が0.76，
青森が 0.77，鹿児島の 0.78 とつづく。地方が低調なのに，東京が突出して高い。 
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この構想は，昨年 6月に閣議決定した「経済財政運営と改革の基本方針 2014 について」で述べら
れており，さらに同年９月 12 日開催の地方創生本部の基本方針で示されたものである。したがって
今後，地方中枢拠点都市に対して，国から強力な財政支援，人的支援などがおこなわれ，国と地方



















































































































































































































































調整して，新成長戦略策定前のタイミングでの公表を狙った」（「日本経済新聞」2014 年 6 月
22 日）。 
（４）アベノミクスについては，藤田安一「安倍政権の経済政策－『アベノミクス』の特徴と問題










































点」（『地域学論集』第 9巻 第 3号，2013 年 3 月）を参照。 
（５）本間義人『地域再生の条件』（岩波書店，2007 年）を参照。 
（６）「経済財政運営と改革の基本方針 2014 について」（2014 年 6 月 24 日）23 ページ。 
（７）「全国商工新聞」2013 年 12 月 12 日。 
（８）「日本経済新聞」2014 年 9 月 11 日。 
（９）同上。 
（10）「日本海新聞」2013 年 3 月 20 日。 
（11）鳥畑与一「斜陽カジノ産業に『地域創生』は可能か」『世界』（2014 年 11 月号）2010～11 ペ
ージ。 
（12）都道府県とは北海道，宮城，東京，神奈川，愛知，京都，大阪，兵庫，広島，福岡をさす。 
（13）「日本経済新聞」2014 年 9 月 23 日。 
（14）「社会資本整備重点計画」（2012 年 8 月 31 日）57 ページ。 
（15）国土交通省「国土のグランドデザイン 2050」（2014 年 7 月）21 ページ。 
（16）「『日本再興戦略』改訂 2014」（2014 年 6 月 24 日）65 ページ。 
（17）これらの調査研究の成果として，藤田安一『地方行財政改革の課題と展望』（米子プリント社，
2006 年），同「市町村合併と自治体財政－鳥取県鹿野町を素材として－」（『鳥取大学教育地
域科学部紀要』第 4巻 第 2 号，2003 年 1 月），同「ポスト市町村合併の地域づくりと地方自治
体」（『地域学論集』第 4巻 第 1号，2007 年 6 月），同「検証・市町村合併後の兵庫県篠山市財
政」（『地域学論集』第 4 巻 第 3 号，2008 年 3 月），同「道州制の導入と現代地方自治の危機」
（『日本の科学者』Vol.45，2010 年 11 月），同「市町村合併から道州制へ」（『地域学論集』第 3
巻 第 2号，2013 年 3 月），共著『地域政策入門』（ミネルヴァ書房，2008 年）などがある。 
（18）増田寛也編著『地方消滅』中央公論新社，48～50 ページ。 





閣議決定「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」2014 年 12 月 27 日。 
同「まち・ひと・しごと創生総合戦略」2014 年 12 月 27 日。 
同「経済財政運営と改革の基本方針 2014 について」2014 年 6 月 24 日。 
同「社会資本整備重点計画」2012 年 8 月 31 日。 
同「『日本再興戦略』改訂 2014」2014 年 6 月 24 日。 













伊藤周平「社会保障財源としての消費税を問いなおす」（『世界』（2014 年 2 月号）。 
鳥畑与一「斜陽カジノ産業に『地域創生』は可能か」（『世界』（2014 年 11 月号）。 
高橋真樹」「地域から創る，自然エネルギー社会へのシフト」（『世界』2013 年 2 月号）。 
諸富徹「再生可能エネルギーで地域を再生する」（『世界』2013 年 10 月号）。 
高橋洋「再生可能エネルギーがもう入らない」（『世界』2014 年 12 月号）。 
山口義行「中小企業を押し潰すアベミクス」（『世界』2014 年 2 月号）。 
同「法人税減税と中小企業増税」（『世界』2014 年 8 月号）。 
樫田秀樹「疑問だらけのリニア新幹線」（『世界』2012 年 9 月号）。 
橋山禮治郞「再考されるべきリニア新幹線計画」（『世界』2013 年 12 月号）。 
横田一「復興をゆがめるアベノミクス」（『世界』2013 年 3 月別冊号）。 
郭洋春「異形の経済制度－国家戦略特区」（『世界』2014 年 8 月号）。 
間宮陽介「国土強靱化基本法案を批判する」（『世界』2013 年 6 月号）。 
 
(2015 年 1 月 30 日受付，2015 年 2 月 4 日受理) 
 
